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2）八女市における基本的な考え方 

八女市における居住誘導区域は、都市計画運用指針の考え方を踏まえた方針を定めたうえで、以下

のように設定します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼居住誘導区域設定に関する都市計画運用指針と八女市の設定方針（考え方）との対応 

都市計画運用指針 八女市の設定の考え方

1
都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びに
その周辺の区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②1)ア】

●都市機能誘導区域および同区域から300m圏内

2
都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスする
ことができ、都市の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏と
して一体的である区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②1)イ】

●公共交通利用圏（バス路線等から300m圏内）

3
合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度
集積している区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②1)ウ】

●将来人口密度が40人/ha以上の区域

1 市街化調整区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)ア】 （用途地域内のみ）

2
建築基準法第３９条第１項の災害危険区域のうち、第２項の条例により
住宅の建築が禁止されている区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)イ】

●災害危険区域として県が指定する急傾斜地崩壊危険区域は含まない

3
農業振興地域の整備に関する法律農用地区域又は農地法の農地若しくは
採草放牧地の区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)ウ】

-

4

自然公園法の特別地域、
森林法の保安林の区域、
自然環境保全法の原生自然環境保全地域又は特別地区、
森林法の保安林予定森林の区域、
森林法の保安施設地区又は保安施設地区に予定された地区
【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)エ】

-

5 地すべり防止区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)オ】 ●地すべり防止区域は含まない

6 急傾斜地崩壊危険区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)カ】 ●急傾斜地崩壊危険区域は含まない

7 土砂災害特別警戒区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)キ】 ●土砂災害特別警戒区域は含まない

8
特定都市河川浸水被害対策法第５６条第１項に規定されている
浸水被害防止区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)ク】

-

1 津波災害特別警戒区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②3)ア】 -

2
災害危険区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②3)イ】

※ 【Ⅳ-1-3、3、(3)②2)イ】に掲げる区域は除く
●災害危険区域（急傾斜地崩壊危険区域）は含まない

1 土砂災害警戒区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②4)ア】
●過去の豪雨等で土砂災害による被害が多数発生していることから、
土砂災害警戒区域は含まない

2 津波災害警戒区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②4)イ】 -

3 浸水想定区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②4)ウ】
●居住誘導区域となる場所は治水事業等の実施により、災害危険性の
低下が図られるエリアは、居住誘導区域を設定する

●浸水の人的被害を踏まえて、浸水深3m以上は含まない

4

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に規定
する基礎調査、津波防災地域づくりに関する法律に規定する津波浸水想定
における浸水の区域及びその他の調査結果等により判明した災害の発生の
おそれのある区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②4)エ】

-

1
用途地域のうち工業専用地域、流通業務地区等、法令により住宅の建築が
制限されている区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②5)ア】

●法令・条例により住宅の建築が制限されている区域（工業専用地域）は
含まない

2
条例により住宅の建築が制限されている区域（特別用途地区・地区計画等
のうち、条例による制限区域） 【Ⅳ-1-3、3、(3)②5)イ】

-

3
過去に住宅地化を進めたものの居住の集積が実現せず、空地等が散在して
いる区域であって、人口等の将来見通しを勘案して今後は居住の誘導を図
るべきではないと市町村が判断する区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②5)ウ】

-

4
工業系用途地域が定められているものの工場の移転により空地化が進展し
ている区域であって、引き続き居住の誘導を図るべきではないと市町村が
判断する区域 【Ⅳ-1-3、3、(3)②5)エ】

-
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2）居住誘導区域の設定 

視点①：都市機能の集積する範囲を抽出 
【都市機能誘導区域と同区域から 300mの範囲※】※高齢者でも無理なく歩ける距離 

 

 

  
▲都市機能の集積する範囲 
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視点②-１：一定の人口密度を有する範囲を抽出 
【将来(令和 22年)の人口密度が 40人/ha以上の範囲】 

 

 

  ▲一定の居住者が集積している範囲 
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視点②-２：バスセンターおよび路線バス、コミュニティ交通が利用しやすい範囲を抽出  
【各路線等から 300mの範囲※】※高齢者でも無理なく歩ける距離 

 

 

  ▲公共交通によるアクセスの利便性が高い範囲 
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「含む区域」と「含まない区域」を踏まえ、以下のように居住誘導区域を設定しました。 

なお、防災指針での検討による居住誘導区域の変更はありません（検討内容は第 6 章で詳述）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ▲居住誘導区域 




